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１．市町村（保険者）の役割 

（１）開業時の役割 

 

 

 

 

 

 

① 市町村の支援の必要性 

介護保険の在宅サービスは、通常ケアマネジャーが作成したケアプランに基づきサービ

ス提供事業所がサービスを提供します。一方で、定期巡回・随時対応サービスでは、どの

くらいの頻度でどのようなサービスを提供するかについてサービス提供事業所に一定の裁

量が任されています。利用者の状態を現場で見ている介護職員や事業所の判断でサービス

内容を決められるため、柔軟で細やかなサービス提供が可能ですが、従来の訪問介護サー

ビスなどに慣れているケアマネジャーは、なかなか利用に踏み切れない傾向が見られます。 

本来、新規事業の浸透や集客は、参入した事業所が自らの責任で行うことが当然です。

しかし、定期巡回・随時対応サービスを開業しようとする事業者自身もサービス内容を十

分理解しきれておらず、採算性に不安を持っています。現在の事業所の多くは、市町村か

らの声掛けやバックアップにより参入を決断しています。 

定期巡回・随時対応サービスでは、ケアマネジャーや利用する高齢者自身、また高齢者

を支える家族や近隣も含めて事業内容の理解を促す必要があります。そのため、市町村の

関与が不可欠なのです。 

また、地域に定期巡回・随時対応サービスが新たに開設された場合、その 1 事業所の成

否によって、その地域にサービスが根付くかどうかが左右されます。地域にサービスを根

付かせるとともに、地域の介護サービスの選択肢を増やすために、サービスが軌道に乗る

よう、市町村の適切な指導、助言、バックアップが必要と言えます。 

第４章 市町村による支援のポイント 
 

ポイント    

1. 参入事業者自身も事業内容を十分理解できていない面があるため、市町村と事

業者との連携による普及を実施 

2. 市町村によるケアマネジャーや地域住民へのサービス説明会の実施 
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② 開業時の市町村の支援内容 

埼玉県内の定期巡回・随時対応サービス事業所へのアンケート調査によると、市町村の

支援内容は、下表のとおりです。 

既存の事業所では、約 60%の市町村が定期巡回・随時対応サービスに関する説明会を開

催したり、事業所主催の説明会に同席したりしています。 

その他、介護事業者向けの説明会を開催したり、広報誌への事業所の紹介や各種事業者

連絡会への事業紹介の機会を設けたりしています。 

県外の市町村が行った具体的事例を紹介しましょう。 

（※複数選択） （事業所数） n= 22

回答数 ％ ｹｰｽ割合

事業説明会開催・同席 
 13 29% 59%

事業者連絡会の開催 6 13% 27%

自治体広報誌への事業所紹介 6 13% 27%

他連絡会等への事業紹介の機会の設定 6 13% 27%

利用者への事業紹介 4 9% 18%

利用者向け利用手引きの作成 2 4% 9%

その他 2 4% 9%

無回答 6 13% 27%

合計 45 100% 205%

回答項目
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（２）開業後の役割  

 

 

 

 

 

定期巡回・随時対応サービスは、認知度が低く、地域に根付くまでに相当の時間がかか

ることが想定されることから、継続的に地域住民や関係機関に対して事業の特性を説明し

たり、利用事例を紹介したり、検討する場を設けることが必要です。本章末尾のコラム（参

照 62ページ）で紹介するとおり、埼玉県は出前講座を行っているので活用することも有効

です。 

また、事業が定着し、事業の認知度が高まるまでに必要な支援としては、定期巡回・随

時対応サービスに適した利用者を事業所に紹介することなども有効です。サービスの利用

者が増えれば、ケアマネジャーなどの理解が進み、結果として、定期巡回・随時対応サー

ビスが地域に定着していきます。 

さらに、介護保険法の改正により生活支援体制を整備し、生活援助は地域支援事業、身

体介護は定期巡回・随時対応サービスとすることで、サービス提供事業所の訪問効率やヘ

ルパーなど従事者のモチベーションも向上し、事業所の定着を図ることができます。 

 

【開業後に想定できる市町村の支援内容】 

 定期的かつ定期的かつ継続的な周知活動 

（例：事業者連絡会、ケアマネジャー連絡協議会、民生委員への説明など） 

 夜間対応型訪問介護の同時指定の推奨 

 介護医療連携推進会議への参加 

 市民や医療機関に向けた説明会の開催 

 事例検討会の開催や事例集の作成と配布 

 住民向けパンフレットの作成 

 定期巡回・随時対応サービス実施事業者連絡会の設立・運営支援 

ポイント 
1. 開業時以降の継続的な周知による認知度の向上と利用者の確保 

2. 地域支援事業の充実による定期巡回・随時対応サービス提供事業所の定着 
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○事例 八潮市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

八潮市では、公募にて平成 25 年度に定期巡回・随時対応サービスを１者選定しました。

開業に伴い、居宅介護支援センターや地域包括ケアセンターを対象とした説明会を地域ご

とに開催するとともに、地域ごとの居宅介護支援センター連絡協議会で説明の機会を設け

るなど事業の周知活動を支援しました。 

 その後、利用者数が伸び悩んだため、サービス提供事業所は八潮市の担当者に状況報告

し、対応策について相談しました。相談を受けた八潮市は、定期巡回・随時対応サービス

が伸びない理由について地域包括支援センターに確認したところ、サービス開始当初の説

明会だけでは十分にサービスが認知されておらず、特にケアマネジャーからは利用者像が

よくつかめずケアプランに位置付けるのが難しいという意見が多くあることが分かりまし

た。 

 市がサービス提供事業者にそのことを伝え、市と事業者とが協同して、定期巡回・随時

対応サービスの説明を改めて丁寧に行いました。 

その結果、地域包括支援センターやケアマネジャーからこれまでよりも関心を持っても

らえるようになり、それと共に利用者数が徐々に伸び始めました。 

八潮市は、埼玉県の東南部、都心から北東 15km に位置し、東

は三郷市、南は足立区・葛飾区、西と北は草加市に接している。

市内には、中川・綾瀬川・垳川・大場川・伝右川の一級河川が

流れ、北足立台地と野田台地にはさまれた中川低地の南端に位

置している。 

 

東西 5.23km、南北 7.45km、面積 18.02km2 

人口   85,923人（平成 27年 9月 1日現在） 

人口密度 4,745.2人／km2 

高齢者数 18,783人 

（高齢化率 21.8%、高齢者密度 1,041.8人／km2） 

要介護認定率 11.7％ 

（※高齢化率、要介護認定率は第 6期介護保険事業計画、 

地図、プロフィールは八潮市ホームページより引用） 
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コラム 埼玉県の取組（県政出前講座） 

定期巡回・随時対応サービスは、市町村が指定する地域密着型の事業ですが、埼玉県で

は、市町村の職員を含め住民や事業者に対して定期巡回・随時対応サービスの理解を促す

ための出前講座を開催しています。 

新規に事業所を開設する場合には、市町村と連携し、地域包括支援センターや町会や民

生委員などに出前講座の開催を企画しましょう。定期巡回・随時対応サービスは比較的新

しいサービスであるため、介護業界の関係者でさえサービスの実態や内容を理解している

方がまだ少ない状況です。開業予定の事業者にとっても、新規の取組であるため、具体的

な事業イメージができていないケースもあるのです。 

出前講座では、県内で見てきた事例を踏まえ、事業の必要性や利用者のメリットなどを

わかりやすく説明しています。 

また、開業に向けて、事業者が市町村と相談を行う際に、県職員が同席し、制度的な相

談を受け付けることも実施しております。こちらについても合わせてお声掛けください。 

（※必ず市町村を経由して御依頼ください。） 

 

 

 

 

 

【埼玉県の県政出前講座】 ※詳細は、ホームページにて必ずご確認ください。 

〇対象： 

地域団体、企業などの民間団体や学校、市町村などの公的団体が主催する

概ね 10人以上の集会が対象です。 

〇実施日時： 

ご希望に応じ、平日夜間、土・日・祝日も行います。  

時間帯は午前 10時から午後 8時まで（土・日・祝日は午後 5時まで）を

原則とさせていただきます。  

1講座は、質疑応答や意見交換等を含み 60分程度が目安です 

〇費用：無料 

会場設営費など集会の実施に要する経費や有償の資料をお使いになる場合

の資料代は、お申込者側のご負担となります。 

〇申込方法：インターネット、郵送、FAX 

＊申込日

＊申込者(団体)名

　代表者名

 （団体の場合のみ記入）

  集会等の名称 人

＊参加者

　集会等の概要

＊ご希望のテーマ

＊ご希望の日時

　会場名  電話番号

　会場所在地

 ＊担当者名  ＊電話番号

 　Ｅメール  　ＦＡＸ

（記入上の注意）

（お願い）

３　お申し込み受付後、講座テーマの担当課から連絡先欄にご記入いただいた担当者の方に
　打ち合わせの連絡をいたします。業務の関係で、日程等の調整をさせていただく場合が
　ありますので、ご了承ください。

　　なお、申込後５日（土日・祝日を除く。）を経過しても連絡がない場合は、誠に恐縮
　ですが、講座テーマの担当課までご連絡ください。

　　　【申込先】
　　　希望講座テーマの担当課（「講座テーマ一覧」の右側にテーマごとに記載）
　　　あてに郵送又はＦＡＸでお送りください。

   連  絡　先

　＊印のついた項目は必ず記入してください。他の項目についても、未定、又は該当しない
　場合を除き、できるだけ記入してください。

１　この講座は、主として県政の説明を行うもので、要望や苦情、交渉等をする場では
　ありませんので、趣旨をご理解の上、お申し込みください。

２　営利、政治活動又は宗教活動を目的とする場合、そのほか出前講座の趣旨に適さな
　い場合は、実施できませんのであらかじめご了承ください。

　　月　　日（　）午前・後　　　時　　分 ～ 午前・後　　　時　　分

 その他のご希望等（特に説明を希望する内容など）

＊参加予定人数

  一般成人・大学生（専門学校生）・高校生（　年）・中学生（　年）
　小学生（　年）・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

県政出前講座    申込書

　平成　　　年　　　月　　　日

＊住所（所在地）
〒

※ 埼玉県説明資料 例 
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おわりに  ～ 今、保険者である市町村に求められること 

 

 ２０２５年に向けて地域包括ケアシステム構築に取り組む市町村には、これ

まで以上に「地域づくり」の視点が求められています。 

 

 定期巡回・随時対応サービスは、地域包括ケアシステムの要となる在宅サー

ビスではありますが、地域資源や地理的状況などによっては、今のままでは事

業者の参入が難しい地域もあるでしょう。 

 

 しかしながら、他県に目を向けてみると、定期巡回・随時対応サービスを実

施するには一見不利にみえる地理的状況にありながら事業を立ち上げ、他のサ

ービスと組み合わせることで採算ラインもクリアしている事業者がいるのも事

実です。 

 

 地域密着型サービスの整備における市町村の役割は、指定権者としての事務

手続きに留まるものではありません。 

 

 安心して暮らし続けられる地域づくりを進めていくために、保険者である市

町村は何ができるのか。今後、地域に必要な定期巡回・随時対応サービスを定

着させるためには、どうしたよいのか。 

 地域の住民のために考え、具体的な行動をすることが、市町村に求められて

いると考えます。 

 

 定期巡回・随時対応サービスの導入のために模索しても、糸口が見つけられ

ない場合もあるでしょう。その場合は、定期巡回・随時対応サービスに拘らず、

身近な地域の拠点を設けて行う小規模多機能型居宅介護など、他の地域密着型

サービスから整備するという方法もあります。そこで設けた拠点を生かせば、

次には定期巡回・随時対応サービスの整備につながるかもしれません。 

 

 大切なのは、地域の目指す姿、地域のサービス提供体制を具体的に検討し、

事業者と連携して、住民のために計画的な整備を着実に進めることなのです。 

 

 埼玉県としては、市町村が定期巡回・随時対応サービスの整備・普及やサー

ビス提供を通じて地域の課題と向き合い、より暮らしやすい地域づくりに取り

組むことができるよう、今後とも支援していきます。 
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